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Abstract
　Poverty and Inequality were studied in the past and are also similarly inquired in the 
present. As it were, their research is popular. In this article, to begin with, I introduce the 
historical documents in Japan and England. Then consider the absolute poverty and the 
relative poverty, and confirm the difference between the two. Finally I pick up Thomas 
Piketty’s Capital in the Twenty-First Century  (2014), and reconfirm two propositions he 
proposed in it.
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　　Ⅰ．問題の所在
　「貧困」と「格差」にまつわる問題は，古くて新しい論点なのである。この国においては，河上





































































































































































































してから経済問題に取り組んだところだからだ (Acemoglu & Robinson 2012: 404-409)。
　そこで現在なにかと問題を投げかけている中国経済を取り上げてみよう。中国はなんと 7 億























































関連した所得格差問題であった。ところが 21 世紀になって様相は一変する。新興国として BRICs
がとくに中国が台頭してくるとともに，先進国内の格差問題が直観のレヴェルで実感されるように
なったのである。開発論の分野ではスティグリッツやアトキンソンが早くからこの問題に取り組ん




がくっきりと見えたからだ。その点においては，ロドリックも同調していた (Rodrik 2005 ;2006)。
いずれにせよかれらに共通しているのは，問題解決のためにはケインズ流の国家介入の必要性で
あった。















































































表現され，国連におけるミレニアム開発目標 (MDGs)―2001 年から 2015 年までに世界共通の開
発問題として解決する必要のある課題群が列挙されたが，最優先されるキーワードが「貧困削減」
















る人間らしい雇用 ( ディーセント・ワーク ) を促進する
目標 9： 強靭 ( レジリエント ) なインフラ構築，包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイノヴェー
ションの推進を図る
目標10：各国内及び各国間の不平等を是正する













　表 2. に列挙された目標群の中で，MDGs から受け継がれたものが大部分を占めるが，新規に提
示されたものは目標 9，10，12，および 16 である。また大部分は経済開発に関係するが，目標 4
は教育，目標 5 はジェンダー，目標 9 はイノヴェーション，および目標 13，14 と 15 は環境問題
である。さらに筆者の解釈を加えるなら，アセモグルやロビンソンらの新制度学派の影響が目標
16 に投影されていよう。








大著を上梓した［アトキンソン ( 邦訳 2015)］。 その中でアトキンソンは格差是正のためには，ベー
シックインカムを制度化する必要があることを訴えている。サエズはピケティとの共同研究が多く，
日本のマスメディアにおいて，市場原理主義を代表するラッファーxix に対する国家介入派の論客









1 人当たり 1 日２ドルから 10 ドルの所得のある人が含まれるとされ，グローバルな中間層の中の
下位層の所得は西ヨーロッパ諸国の貧困レヴェルの５分の 1 以下，その上位層の所得でもアメリ
カの貧困レヴェル以下である［ミラノヴィッチ（邦訳 2012) : 159］。
図３．エレファント・カーブ
（出所） ミラノヴィッチ ( 邦訳 2017)『大不平等』みすず書房，13 ページに描かれた図に基づき筆
者により作成。
　図 3. に描かれたグラフはミラノヴィッチによって示されたものである。使用された統計資料の
該当期間は 1988 年から 2008 年までであり，ネオリベラリズム全盛期からリーマンブラザーズ破














































　 　「・・・アメリカでもっとも富裕な 3 人，ジェフ・ベゾス（アマゾン），ビル・ゲイツ（マイク
ロソフト），ウォーレン・バフェット（バークシャー・ハサウェイ」の資産の合計は，アメリカ
の所得階層の下位半分の資産の合計よりも多い。これは，最上層にいかに多くの富が集まり，最













































消費社会と呼んだ［ロストウ ( 邦訳 1961)］。1960 年代はピケティの第 2 命題の中心をなす時期で
ある。アメリカだけではなくて，西ヨーロッパや日本などで国民の多くが中流階層化していった時
期―先進国一般において生活水準の平準化がもたらされ，日本では 1 億総中流化の時代と呼ばれ



















チーフエコノミストのスティグリッツが主導的役割を果たした。現在の絶対的貧困の定義は，1 人 1 日当た
り 1.25US ドル以下で生活する人びとの存在である。普通の貧困の水準は 1 人 1 日当たり 2US ドル以下の










vi　世界経済史の大家アンガス・マディソンは 1760－1820 年がそれに該当するとしている［Maddison(2014): 





(1848, 邦訳 1948) の中で分配問題をあつかっている。邦訳されたのは 1871 年改訂版であることを考慮に入
れると，すでに産業革命は達成された段階で観察されたことに留意すべきである。ミルはイギリスの労働者
の賃金は低水準であることを認識しつつも，労働組合法の制度化なども手伝って，賃金労働者の生活水準は
上昇傾向にあるという見通しを展開している［ミル ( 邦訳第 4 巻 ): 96-158］。
ix　ECLA は 1980 年代半ばに，ラテンアメリカ・カリブ経済委員会 (ECLAC) へと発展的に改組した。プレビッ
シュは輸入代替工業化の根拠を「途上国交易条件の長期的悪化説」に求めた。それはプレビッシュ＝シンガー
命題として，開発論の分野で依然論争中である。現在では新構造主義経済学として，ランス・テイラーとア









xiii　このことは石川滋によって指摘された ( 石川 2006: 154-155)。スティグリッツによる決定的論考は
Stiglitz(1998) であるとされる。
xiv　当時のスティグリッツの理論スタイルは，マイヤー／スティグリッツ共編 ( 邦訳 2003) の中の諸論考にお
いて知ることができる。
xv　マダガスカルの東方に位置する小さな島国モーリシャスについては，ロドリックが詳述している［ロドリッ






舞われずに済んだものの，所得分配は圧倒的な不平等状態にあり，ジニ係数は 0.6(2017 年 ) である (Hillbom 
& Bolt 2018: 219-224)。
xvi　たとえば比較制度分析で有名な青木昌彦による批判が代表的である ( 青木 2016: 1-2)。
xvii　この問題はつねにマスメディアで取り上げられる傾向にあり，最近のものでは朝日新聞の記者解説がある
( 朝日新聞 記者解説「子どもの貧困のいま」2020, 4.6)。なお 2019 年度国民生活基礎調査によれば，子ども
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